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１．全体の俯瞰
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1-5. (参考)主要国・地域の経済連携交渉状況

国名 状態
国・
地域

発効・妥結 １７

８

２

２９

３

６

発効・妥結 ４ ﾀｲ、米国、NZ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

交渉中 ４
中国、ASEAN、ﾏﾚｰｼｱ、UAE、

日本

豪州

検討中 ４ 東アジア全体、韓国、ﾁﾘ、韓国

発効・妥結 ３ SACU、ｲﾝﾄﾞ、ｱﾝﾃﾞｽ共同体

交渉中 ３ GCC,ｲｽﾗｴﾙ、FTAA

検討中 ３ EU,ﾊﾟｷｽﾀﾝ、韓国

ﾒﾙｺｽｰﾙ

ﾁﾘ、ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ、ﾎﾝｼﾞｭﾗｽ、ﾆｶﾗ
ｸﾞｱ、ｸﾞｱﾃﾏﾗ、NAFTA、ﾓﾛｯｺ、

ﾊﾞｰﾚｰﾝ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ｲｽﾗｴﾙ、ｵｰｽﾄ
ﾗﾘｱ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾍﾟﾙｰ、ｺﾛﾝﾋﾞｱ、
ｵﾏｰﾝ、ｺｽﾀﾘｶ､ﾄﾞﾐﾆｶ

交渉中
韓国、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ﾊﾟﾅﾏ、FTAA、
SACU、UAE,ﾏﾚｰｼｱ、ﾀｲ

検討中 ASEAN、APEC

発効・妥結

ACP、ﾒｷｼｺ、ﾁﾘ、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ、ﾁｭ

ﾆｼﾞｱ、南ｱﾌﾘｶ、ﾓﾛｯｺ、ｴｼﾞﾌﾟﾄ、
欧州共同体、海外領土、ｽｲｽ、
ｱﾝﾄﾞﾗ、ﾙｰﾏﾆｱ、ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、ｱｲｽﾗ
ﾝﾄﾞ、ﾉﾙｳｪｰ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾄﾙｺ、
ﾌｪﾛｰ諸島、ﾏｹﾄﾞﾆｱ、ｸﾛｱﾁｱ、ｼﾘ
ｱ、ﾊﾟﾚｽﾁﾅ、ｲｽﾗｴﾙ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、ﾚ
ﾊﾞﾉﾝ、ﾛｼｱ、ｳｸﾗｲﾅ、中国

交渉中 中国、GCC、ﾒﾙｺｽｰﾙ

検討中
ASEAN、韓国、ｲﾝﾄﾞ、中米地域、

ｱﾝﾃﾞｽ共同体、地中海諸国連合

米国

EU

07年2月現在

国名 状態
国・

地域

発効・妥結 ５
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾒﾙｺｽｰﾙ、ｽﾘﾗﾝ
ｶ、ﾈﾊﾟｰﾙ、ﾌﾞｰﾀﾝ

交渉中 ６
日本、ASEAN、ﾀｲ、ｴｼﾞﾌﾟﾄ、
韓国、GCC

検討中 ５
東ｱｼﾞｱ全体、 EU、南ｱﾌﾘｶ、
中国、BIMSTEC、SAARC

発効・妥結 ４ ﾁﾘ、ASEAN、香港、ﾏｶｵ

交渉中 ６
NZ、ｵｰｽﾄﾗﾘｱ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、
GCC、SACU、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

検討中 ５
東ｱｼﾞｱ全体、ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ、ｲﾝ
ﾄﾞ、韓国、日中韓

発効・妥結 ４
ﾁﾘ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、EFTA、
ASEAN

交渉中 ５
ｲﾝﾄﾞ、ﾒｷｼｺ、ｶﾅﾀﾞ、米国、
日本

検討中 ７

東ｱｼﾞｱ全体、中国、EU、ﾒﾙ
ｺｽｰﾙ、NZ、南ｱﾌﾘｶ、日中

韓、豪州

韓国

発効・妥結 ４
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ､ﾒｷｼｺ､ﾏﾚｰｼｱ､
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ

交渉中 １１
ﾀｲ､ﾌﾞﾙﾈｲ､ﾁﾘ､ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

ｲﾝﾄﾞ、ﾍﾞﾄﾈﾑ､豪州、ｽｲｽ､韓
国、GCC、ＡＳＥＡＮ

検討中 ３
東ｱｼﾞｱ全体、日中韓、南ｱﾌ
ﾘｶ

日本

中国

インド

※各種報道、各国政府発表等をもとに作成。特に、交渉中、検討中のものにつき、漏れがあり得る。
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２．東アジア構想
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アセアン＋日中韓
による経済連携

アセアン＋日中韓＋印豪NZ
による経済連携

２００５年 ０６年 ０７年～

民間研究
（05年～06年夏）

民間研究
（07年～？）

東アジア・アセアン
経済研究センター
（ＥＲＩＡ）の設立(07年）

（参考）東アジア版OECD構想

民間研究（継続）
（07年～？）

中
国
提
案

韓
国
提
案

日
本
提
案

現在

アセアン＋３

アセアン＋６
（昨夏）

東
ア
ジ
ア
サ
ミ
ッ
ト
で
合
意

パート１ パート２

政府研究への移行に
アセアンが反対

ア
セ
ア
ン
＋
３
サ
ミ
ッ
ト
で
歓
迎

2-3.  東アジア全体での経済連携の経緯 （時系列イメージ）



12

/

ERIA:
Economic Research Institute for ASEAN and East Asia
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②設立までのスケジュール

２００７年８月 ：東アジア経済大臣会合

○ ERIA正式設立、本拠地決定（アセアンの総意で決定）。

○ 東アジアＥＰＡ民間研究の中間報告
（注）但し、日アセアンＥＰＡの合意が前提

２００７年１１月 ：第３回東アジアサミット（シンガポール）

○ 安倍総理からERIA構想を提案。

○ 東アジア地域のすべての首脳から歓迎。

２００７年１月 ：第２回東アジアサミット（セブ）

域内各国と協議、構想の具体化。
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②貿易相手国としての重要性

我が国の地域別貿易構造（２００５年）

豪州、ＮＺ、インドを含む
東アジアで５０．０％を
占める。

東アジア：アセアン・韓国・中国・
香港・ﾏｶｵ・台湾・豪州・
インド・ニュージーランド

アセアン（ﾀｲ・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ﾏﾚｰｼｱ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・ﾌﾞﾙﾈｲ・ﾍﾞﾄﾅﾑ・ﾐｬﾝﾏｰ・ﾗｵｽ・ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ）、
ＧＣＣ（ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ・ＵＡＥ・ｶﾀｰﾙ・ｸｳｪｰﾄ・ｵﾏｰﾝ・ﾊﾞｰﾚｰﾝ）、
ＥＦＴＡ（ｽｲｽ・ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ・ﾉﾙｳｪｰ・ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ）、ﾒﾙｺｽｰﾙ（ﾌﾞﾗｼﾞﾙ・ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ・ｳﾙｸﾞｱｲ・ﾊﾟﾗｸﾞ
ｱｲ）、ＳＡＣＵ（南ｱﾌﾘｶ・ﾚｿﾄ・ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ・ﾎﾞﾂﾜﾅ・ﾅﾐﾋﾞｱ）

「東アジア」
50.0%

中南米
3.7%

北米
19.4%

欧州・
ロシア
15.4%

中東
9.4%

その他
2.1%

中国及び香港、
マカオ、台湾

25.9%

ＮＺ
0.4%

豪州
3.3%

インド
0.6%

米国
17.8%

ＥＵ
13.2%

ＧＣＣ諸国
8.0%

ﾒｷｼｺ

0.9%

ﾁﾘ

0.5%

韓国
6.4%

アセアン
13.3%

日本の総貿易額
（輸出＋輸入）
１２２．６兆円
（２００５年）

財務省　貿易統計から作成
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３．我が国の発効済みＥＰＡの効果
～シンガポール、メキシコとのＥＰＡを例として～
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3-1. 日シンガポール経済連携協定の効果

相互承認（電気製品分野）
2004年2月13日、シンガポールの安全基準に基づく審査を日本側で行う機関として、日本品質保証機構(JQA）日

シンガポール相互承認合同委員会に登録し、相互承認に基づく審査事業を行うことが可能となった。

(１)協定発効後の貿易推移

日本経済の停滞や、ＳＡＲＳ、テロ問題の発生にかかわらず、貿易量は、例年の水準で維持。
日本からシンガポールへの輸出額 １兆７７４５億円 → １兆９４４８億円（９．６％増）
シンガポールから日本への輸入額 ６２６７億円 → ６８０１億円（８．５％増）

(２)関税が撤廃された主な品目の貿易推移

ビールの日本からシンガポールへの輸出
関税 ： 最大 １．７ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ／ℓ → ０％ 貿易額 ２０．３％増
（参考：アサヒビールは本経済連携協定の締結を受け、シンガポール向け生産拠点を中国から日本に変更）

プラスチック製品のシンガポールから日本への輸出
関税 ： 最大 ６．５％ → ０％（一部即時撤廃でない品目あり） 貿易額 ７４．７％増

※貿易額は財務省貿易統計より

１．発効前後の貿易動向（２００２年と２００４年の比較）

２．投資面の主な効果

シンガポールからの対内投資は、件数、金額ともに発効前より増加。
特に０３年の対内投資金額は０２年より約５５０％増と急増。
2003年８月、シンガポール国際企業庁（IEシンガポール）が東京に「ビジネス・サポート・オフィス」を設置し、既に３
社が利用。日本は２００１年１０月、JETROがビジネス・サポート・センターをシンガポールに開設済みで、２００３年
１２月時点で１９社が利用し、うち１６社が現地での事業を開始。

３．貿易以外の分野の主な効果
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（２）個別品目の貿易推移（出典：ﾒｷｼｺ経済省）（２）個別品目の貿易推移（出典：ﾒｷｼｺ経済省）（１）協定発効後の貿易推移（財務省貿易統計）（１）協定発効後の貿易推移（財務省貿易統計）

１．発効前後の貿易動向

日本からメキシコへの

無停電電源装置輸出額

約２３８万ドル→約９５３万ドル

（前年同期比＋３００％）

日本からメキシコへの輸出額

約５９００億円→約８６００億円

（前年同期比＋４５％）

日本からメキシコへの

自動車輸出額

約５億８５００万ドル

→約８億３５００万ドル

（前年同期比＋４２．７％）

メキシコから日本への輸入額

約２４００億円→約２９００億円

（前年同期比＋２２％）

（億円）
0

1000

０４年 ０５年

４．０倍

（万ドル）

約238万ドル

約953万ドル
無停電電源装置：コンピュータ等を停電

から保護する装置

（１）投資（１）投資
自動車関係を中心にメキシコに追加・新規投資を実施

する企業が増加。
日墨経済連携協定発効以後追加・新規投資を行った
主な我が国企業は以下の通り：

・マツダ（０５年１０月より販売開始）
・いすゞ自動車（０５年１１月販売開始）
・日産自動車（現地生産拡大）
・ブリヂストン（３カ所目の工場新設）等

（２）ビジネス環境整備（２）ビジネス環境整備
協定に基づき、日墨両政府関係者と民間代表が参加
し、進出日系企業が抱える諸問題について議論を行
う「ビジネス環境整備委員会」の枠組みを設置。

・４月２１日、メキシコシティにて一回目の委員会を開
催。

２．貿易以外の分野の主な効果

２００５年４月協定発効

0

90000

０４年 ０５年（万ドル）

約5.9億ドル

約8.4億ドル

１．４倍
（２００４年度→２００５年度） （０４年４－１２月→０５年４－１２月）

2000

2500

3000

０４年度 ０５年度

２割増

2400
億円

2900
億円

3000

5000

7000

9000

０４年度 ０５年度
（億円）

5900
億円

8600
億円

４割増

3-2. 日メキシコ経済連携協定の効果

０４年→０５年

約２５０％増


	我が国のＥＰＡ政策
	目次
	１．全体の俯瞰
	２．東アジア構想
	３．我が国の発効済みＥＰＡの効果�　　　～シンガポール、メキシコとのＥＰＡを例として～
	１．発効前後の貿易動向　



